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１．はじめに 

チリ国においては，過去多くの大規模地震および津波が発生してい

る．歴史的には1960年に発生したチリ地震により，環太平洋全域に津

波が拡大し各国に大きな被害をもたらした．また近年では， 2010年2

月にチリ国ビオビオ州タルカワノ（以下，タルカワノ）を中心に甚大

な被害が生じたチリ地震が記憶に新しい．このように，同国において

は大規模地震及び津波被害を経験することによって影響を受ける住民

の防災意識が注目されていて，次への災害の備えとして住民の防災意

識を把握することが重要と考えられる． 

そこで今回の研究においては，2010年の津波による被害を受けたタ

ルカワノの住民を対象に，防災に関するアンケートを２回実施して防

災意識の検討を行った．なお，アンケートを用いた住民の防災意識調

査は，三阪ら 1)が新潟県から長野県にまたがる関川流域の周辺地域に

おいて実施した事例など，多く住民の防災意識について研究されている． 

 

２．研究の概要 

アンケート調査は，現地タルカワノ市役所から支援を頂き２回調査を実施した．アンケート調査の回

答者属性を表１に示す．１回目の調査は 2015 年４月に，２回目の調査は 2015 年 11 月に実施した．１

回目で 87 人，２回目で 126 人から回答を得ることができた．なお両回のアンケート調査は，タルカワ

ノ市役所が実施したリスク管理研修に自主的に参加した市民を対象とした．すなわち，回答者は自らが

率先して防災活動に参加しており，高い防災意識を有している可能性がある．ただし，１回目と２回目

の調査時期の間にあたる 2015 年 9 月 16日に，タルカワノから直線距離で約 400km 北部にあるコキンボ

州においてマグニチュード 8.3 の地震が発生し津波による被害も出た．つまり，チリ国内の大規模災害

前後にアンケート調査を実施したことにより，防災意識について差分が生じる可能性もある． 
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図 8 「状況」“地震が発生したとき，立

っていられましたか” (N=99) 

図 7 「居場所」“地震が発生したとき何

処にいましたか”(N=99) 

図 10 「避難行動」“津波からの避難行

動を行いましたか” (N=99) 

図 9 「津波警報」“津波警報（アラー

ト）やサイレンを聞きましたか” (N=99) 

「地震対応」 
地震発生当時に回答者がいた居場所に関する質問について，

結果を図7に示す．地震発生時間が午後7 時54 分ということ

から，最も多い回答は「自宅」61.4％であった．次に，「仕事

場」が12.9％，「車やバスなどの乗り物の中」9.9％であった． 
「状況」 
地震発生時の状況に関して，地震が発生したときにたってい

られましたか，の質問についての結果を図8に示す．問題なく

立っていられたとの回答は半数を上回り55.4％であった．立て

たがやや難しかったとの回答は，36.6％であった． 
「津波警報」 
地震発生時後にチリ国が発表した津波警報について，住民が

警報やサイレンを聞いたかとの質問について，結果を図9に示

す．68.3％が警報を聞き，28.7％が聞かなかったと回答した． 

「避難行動」 
地震発生時後の住民の避難行動に関する質問について，結果

を図 10 に示す．実際に避難行動を起こした「高台や安全地帯

に避難した」との回答は 31.7％で，避難しなかった回答者は

60.4％と６割を上回った．報道では100万人が避難行動を起こ

したとの報告があったが，本地域では避難行動を起こした回答

者の割合は少なかった． 

 

６．考察 

防災意識に関する各設問について，9月の地震前後の大きな

差分は確認することができなかった．しかし，図2に示したよ

うに正確な防災知識の徹底については未だ不十分で，今後，よ

り積極的な防災啓発活動等を推進する必要があると考えられ

る．また，実際の地震時の行動については，中心被災とはやや

離れた地域であるため，切迫した状況ではなかったことが推測

される．ただし，避難警報を28.7％が聞かなかったなど，今後

の課題点が明らかになった． 
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図 3 「防災行動」“家族と津波や津波避難に

ついて話し合っていますか” 

図 4 「危機意識」“近い将来チリにおいて強

大な津波が発生すると思いますか？” 

図 2 「伝承」“家族から津波や避難に関する伝

承や話を聞いたことがありますか？” 
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図 5 「避難意思」“もし地震が発生したら揺

れの大きさに関係なく避難すると思いますか？” 
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回答者の男女別割合は，第１回目で男性 25 名，

女性 62 名，第２回目で男性 51 名，女性 75 名と両

方の回で女性からの回答が多くなった．年代別で

は，第１回目では各世代から均等に回答を得るこ

とができたが，第２回目については 20 代からの回

答が 51.6％と若年層からのデータが多くなった． 

使用したアンケートについては 30 項目の防災

に関する質問を用意した．質問の内容は，性別，

年代，職業などに関する属性情報，地震や津波の

基本的な知識，学校での防災教育や伝承に関する

項目，避難に関する項目などを盛り込んだ． 

 

３．調査結果 

（１）各質問の集計 

実施したアンケート調査ついて，代表的な質問とその回

答について以下に記載する． 

「伝承」 

家族からの津波や避難に関する伝承があった割合につ

いては，結果を図2に示す．第1回目で79.3％（「よく聞

いた：42.5％」，「聞いた：36.8％」），第2回目で81.7％（「よ

く聞いた：47.6％」，「聞いた：34.1％」）となった．第 1

回目および第2回目共通して，高い割合で家族からの伝承

を受け継いでいることがわかる． 

「防災行動」 

実際の防災行動の一つである，家族との津波や津波避難

に関する話し合いの割合については，結果を図 3 に示す．

第 1 回目で 83.9％（「常に話し合う：49.4％」，「よく話し

合う：34.5％」），第2回目で69.8％（「常に話し合う：38.1％」，

「よく話し合う：31.7％」）となった．第 1 回目の参加者

の方が，積極的に家族との話し合いの場を持っていること

がわかった． 

「危機意識」 
将来発生するかもしれない，次の災害に対する危機感に

ては図 4 に示す．第 1 回目で 85.0％（「強くそう思う：

31.0％」，「そう思う：54.0％」），第 2 回目で 87.3％（「強

くそう思う：29.4％」，「そう思う：57.9％」）となった．両

方の回において，回答者は非常に高い危機意識を持っていることがわかった． 

「避難意思」 

将来地震が発生した場合，地震の揺れの大きさに関係なく避難行動をするのか，といった避難意思に関する質問
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図 6 「ハザードマップ」“チリ国では津波ハザ

ードマップを公開していますが知っていますか？” 

（１）地震の揺れが小さいと津波も必ず小さいか

（２）津波が来るのが見えてから避難しても大丈夫か

（３）津波は必ず引き潮から始まるか

強くそう思う（１点）
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（３）いまあなたの街に愛着を感じているか

強くそう思う（４点）
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マップを知っているか
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表 2 得点表 
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の割合について，結果を図 5 に示す．第 1 回目で 79.3％

（「強くそう思う：40.2％」，「そう思う：39.1％」），第 2

回目で 74.6％（「強くそう思う：32.5％」，「そう思う：

42.1％」）となった．第1回目および第2回目共通して，

次の災害に対する高い避難意思を確認することができた． 

「ハザードマップの認知」 

ハザードマップの認知度に対する結果について図 6 に

示す．第1回目で73.5％（「よく知っている：10.3％」，「知

っている：63.2％」），第2回目で54.0％（「よく知ってい

る：10.3％」，「知っている：43.7％」）となった． 

第1回目の参加者の方が，ハザードマップに関する認知

が高くなっていることがわかった． 
 
（２）共分散構造分析 
住民が実際に行っている防災対策と，避難知識に因果関

係があるかどうか，共分散構造分析を用いて検討した．共

分散構造分析を用いた住民の防災意識に関する研究は，松

見ら 2)が独自モデルを検討し分析を行うなど，多くの研究

者によってこの手法が用いられている． 

この分析では，実際に対応している防災行動「家族と津

波や津波避難について話し合っていますか」を軸として，

防災知識，過去発生した大規模災害，ハザードマップの認

知度など，各代表的な質問との因果関係を探ることとした．

また，防災行動「家族と津波や津波避難について話し合っ

ていますか」と将来の避難意思「もし地震が発生したら揺

れの大きさに関係なく避難すると思いますか」との因果関係も同様に確認した． 

分析には Amos22.0（SPSS 社）を使用した．なお，本アンケート調査においては一部未回答（欠損値）が確認

されたため，Amos22.0（SPSS 社）の標準機能である完全情報最尤推定法（FIML）を採用し分析を行った．適合

度についてはRMSEAから判断した．通常，共分散構造分析を行うためにはRMSEAが1.0を下回ることが理想で

あるとされている．図7の 1回目の分析結果については，0.95と分析に耐えられる数値であった．一方，2回目の

分析結果を示した図 8 の RMSEA は 1.04 と若干基準値を上回ったが，大きく逸脱する数値ではなかったので，本

研究では採用することとした．図7および図 8の矢印上にある数値は，標準偏回帰係数（－1.00～＋1.00）を示す．

なお，共分散構造分析を実施するにあたってはアンケートの調査結果を点数化する必要があるため，表2に従って

計算を事前に行った．「地震の揺れが小さいと津波も必ず小さいか」等の基本的な防災知識に関する質問のみ，数

値化の際に逆転して計算した． 

 

４．考察 

個別の質問における結果を確認すると，いずれの質問に高い割合で良い結果が出ていることがわかる．例えば，

図2に示した「家族から津波や避難に関する伝承や話を聞いたことがあるか」との質問については，両地域におい

図 3 「防災行動」“家族と津波や津波避難に

ついて話し合っていますか” 

図 4 「危機意識」“近い将来チリにおいて強

大な津波が発生すると思いますか？” 

図 2 「伝承」“家族から津波や避難に関する伝

承や話を聞いたことがありますか？” 
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図 5 「避難意思」“もし地震が発生したら揺

れの大きさに関係なく避難すると思いますか？” 
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回答者の男女別割合は，第１回目で男性 25 名，

女性 62 名，第２回目で男性 51 名，女性 75 名と両

方の回で女性からの回答が多くなった．年代別で

は，第１回目では各世代から均等に回答を得るこ

とができたが，第２回目については 20 代からの回

答が 51.6％と若年層からのデータが多くなった． 

使用したアンケートについては 30 項目の防災

に関する質問を用意した．質問の内容は，性別，

年代，職業などに関する属性情報，地震や津波の

基本的な知識，学校での防災教育や伝承に関する

項目，避難に関する項目などを盛り込んだ． 

 

３．調査結果 

（１）各質問の集計 

実施したアンケート調査ついて，代表的な質問とその回

答について以下に記載する． 

「伝承」 

家族からの津波や避難に関する伝承があった割合につ

いては，結果を図2に示す．第1回目で79.3％（「よく聞

いた：42.5％」，「聞いた：36.8％」），第2回目で81.7％（「よ

く聞いた：47.6％」，「聞いた：34.1％」）となった．第 1

回目および第2回目共通して，高い割合で家族からの伝承

を受け継いでいることがわかる． 

「防災行動」 

実際の防災行動の一つである，家族との津波や津波避難

に関する話し合いの割合については，結果を図 3 に示す．

第 1 回目で 83.9％（「常に話し合う：49.4％」，「よく話し

合う：34.5％」），第2回目で69.8％（「常に話し合う：38.1％」，

「よく話し合う：31.7％」）となった．第 1 回目の参加者

の方が，積極的に家族との話し合いの場を持っていること

がわかった． 

「危機意識」 
将来発生するかもしれない，次の災害に対する危機感に

ては図 4 に示す．第 1 回目で 85.0％（「強くそう思う：

31.0％」，「そう思う：54.0％」），第 2 回目で 87.3％（「強

くそう思う：29.4％」，「そう思う：57.9％」）となった．両

方の回において，回答者は非常に高い危機意識を持っていることがわかった． 

「避難意思」 

将来地震が発生した場合，地震の揺れの大きさに関係なく避難行動をするのか，といった避難意思に関する質問
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て約8割が肯定的な回答をした．2015年 9月のチリ地震による影響は見受けられないが，タルカワノにおいては

家族内での言い伝えの習慣がある程度根付いていることがわかる．また，図5に示した「もし地震が発生したら揺

れの大きさに関係なく避難すると思いますか」との質問については，7割から8割が肯定的な回答をし，高い避難

意識を持っていることがわかった． 

 

 
次に，図7と図8に示した共分散構造分析について考察する．実際の防災行動である「家族との話し合い」と過

去の大規模災害との因果関係については，両回ともに2004年のスマトラ島沖地震の認知度に影響を受けているこ

とがわかる．これは，自国で発生した1960年のチリ地震よりも高い係数を示し，そのインパクトが大きかったこ

とが推測される．また他の特徴的な点としては，「ハザードマップの認知度」との因果関係で，実際の防災行動「家

族との話し合い」との相関について，第1回目で係数0.36，第2回目で0.27と比較的高い数値を示している．図

6 で示したように住民のハザードマップ認知度は未だ低いものの，普及と啓発を推進させることにより，「家族と

の話し合い」に与える影響がさらに大きくなると考えられる．また，2015 年9 月のチリ地震前後の，第1回目と

第2回目の差については，実際の防災行動「家族との話し合い」と避難意志「揺れの大きさに関係なく避難するか」

との間の係数について，第 1回目が0.14，第2回目が0.36 と差が生じた．この点について，9月の災害が全ての

影響を与えているとは断定できないが，ある程度の防災意識への影響があったと予測できる． 
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図 7 「防災行動（家族との話し合い）」を

軸としたパス図（第１回目） 

図 8 「防災行動（家族との話し合い）」を

軸としたパス図（第２回目） 
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